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特定分野別
計画
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<主な取組>
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実績と
成果
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令和６年度　基本評価調書 危機対策課

総合的な危機対策の推進 0103

北海道の強靱化 3(3)B

北海道地域防災計画、北海道水防計画、北海道国民保護計画

－

関連重点
戦略計画等 北海道創生総合戦略、北海道強靱化計画、知事の基本政策

（防災意識の向上や地域防災力の強化）
・北海道地域防災マスター制度や市町村職員及び地域の防災リーダーを対象とした研修を通じて、防災意識の意識向上を図る。
・自主防災組織活動カバー率の低い市町村へは、各種研修等の機会を通じて、自主防災組織の結成等について働きかけを行うとともに、好事
例を紹介するなど自立的な地域防災活動を支援する。
（災害に強い地域づくりの推進）
・日本海沿岸及びオホーツク海沿岸の被害想定や減災目標の策定に向けた取り組みを進める。
（大規模自然災害に対する北海道自らの脆弱性の克服）
・市町村に対し、ハザードマップや避難計画の策定促進等を行う。
・道及び振興局の災害対策本部に必要な資機材の整備、職員の非常用備蓄の推進。
・業務継続に不可欠な庁舎の耐震化について働きかけを行ない、速やかな耐震化が困難な市町村には耐震性を有する代替庁舎を確保するよ
う働きかける。

自主防災組織 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/ktk/bsb/jisyubousai.html

想定地震・被害想定 https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/ktk/jishin_sotei.html

2,583,007千円 2,727,304千円 1,345,148千円

　北海道胆振東部地震や大雨災害などの教訓や本道の地域特性などを踏まえ、大規模自然災害の発生が危惧される中、道民及び事業者が自
らの安全を自らで守る「自助」意識の醸成や、道民等が互いに助け合う「共助」の取組を進めるため、防災教育の推進等による防災意識の向上
を図る。また、防災リーダーの育成や自主防災組織の結成促進の支援等、防災体制の構築により、地域防災力の強化を図る。
　火山噴火、土砂災害、大規模地震、津波、洪水など、各種災害に対応したハザードマップや避難計画の策定、指定緊急避難場所や指定避難所
の指定・整備状況の把握、防災に関する訓練や研修の実施等の取組を促進するとともに、住民等の状況に応じた情報発信等の取組を行う。

（防災意識の向上や地域防災力の強化）
・道の自主防災組織活動カバー率は全国平均を下回っており、地域住民、事業所、自主防災組織等の参加・連携による体制強化を図る必要があ
る。
・災害発生時に関係機関と連携した応急対策が円滑に実施できるよう、平時から備える必要がある。
（災害に強い地域づくりの推進）
・大規模な地震・津波の発生、火山噴火や豪雨・豪雪などの自然災害の発生が想定されることから、「減災」の考え方を基本理念とした様々な対
策を組み合わせ、災害に備える必要がある。
（大規模自然災害に対する北海道自らの脆弱性の克服）
・ハザードマップや避難計画の策定が進んでいない市町村に対し、一層の策定促進の動きが必要。
・大規模な地震・津波の発生、火山噴火や豪雨・豪雪などの自然災害の発生が予想されることから、「減災」の考え方を基本理念とした様々な対
策を組み合わせ、災害に備える必要がある。
・日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の発生が切迫しているとされている中、災害発生時の被害の甚大化が懸念されている。

津波避難計画策定指針について https://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/ktk/bsb/hinankeikakunituite.html



<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする
増加 % R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値 84.4 84.7 85.4 87.7

実績値 64.0 64.3

指標公表時期

増加 % R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値 23.7 34.2 39.6 全国平均

実績値 23.7 33.0

指標公表時期

増加 % R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 84.8 86.8

指標公表時期

増加 % R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値 － 80.0 100.0 100.0

実績値 － 58.0

指標公表時期

増加 % R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R15) 達成率 指標判定

目標値 － 90.0 100.0 100.0

実績値 － 76.5

指標公表時期

自主防災組織活動カバー率 － －

令和6年度 基本評価調書

指標名①

【3(3)B_0103】総合的な危機対策の推進

指標名②

業務継続体制が整備されている市
町村の割合

－ －

毎年調査、３月頃公表 出典（根拠計画等） 消防庁「消防防災・震災対策現況調査」

分析（主な取組と成果）

設定理由
地域防災力の強化のためには、自主防災組織の結成促進が重要であることから、道内の自主防災組織の活動を
測る指標として設定。

毎年調査、４月頃公表 出典（根拠計画等） 消防庁「地方公共団体における業務継続計画策定状況等調査」

毎年、基本評価調書で公表 出典（根拠計画等） 北海道総務部調べ

分析（主な取組と成果）

指標名④
道が公表した津波浸水想定に対応し
た津波避難計画を作成した市町村の
割合

－ －

最大クラスの洪水に対応したハザー
ドマップを作成した市町村の割合

－ －

設定理由
自然災害等の緊急事態発生時にあらかじめ行うべき活動や業務継続のための手法について定める計画を策定済
みの市町村の割合を測る指標であり、業務継続に必要な体制整備状況として設定。

設定理由 想定最大規模降雨による洪水ハザードマップを作成した市町村の割合を測る指標として設定。

半年毎調査、1・7月頃公表 出典（根拠計画等） 国交省水防法等フォローアップ調査

分析（主な取組と成果）

指標名③

設定理由
総合計画における「災害の態様に応じた警戒避難体制の整備状況」の観点から、市町村の策定率を測る指標とし
て設定。

毎年、基本評価調書で公表 出典（根拠計画等） 北海道総務部調べ

分析（主な取組と成果）

指標名⑤
道が公表した津波浸水想定に対応し
た津波ハザードマップを作成した市
町村の割合

－ －

設定理由
津波ハザードマップを作成した市町村の割合を測る指標であり、災害の態様に応じた警戒避難体制の整備状況や
避難誘導体制の整備・強化の進捗を測る指標として設定。

分析（主な取組と成果）



令和6年度 基本評価調書 【3(3)B_0103】総合的な危機対策の推進

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<その他統計数値等>

（状況）

「施策目標」「現状と課題」に関する状況

「施策目標」「現状と課題」に関する状況

（状況）

その他統計数値等② 過年度① 過年度② 最新年度

その他統計数値等① 過年度① 過年度② 最新年度

市町村庁舎の耐震化率 66.7%（R2年度） 72.5%（R3年度）

「施策目標」「現状と課題」に関する状況

（状況）

連携状況

（課題）

（取組と成果）

緊急性
優先性

（課題）

（取組と成果）

（課題）
大規模自然災害の発生が危惧される中、防災拠点となる市町村庁舎が耐震性の不足により被災し、災害対応に支障をきたす
ことが懸念される。

（課題）

（課題）

その他統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度



令和6年度 基本評価調書 【3(3)B_0103】総合的な危機対策の推進

<総合判定>

－

－

－

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

<ＡＣＴＩＯＮ>

二次政策
評価への

対応

対応方針番号

①

②

③

翌年度
施策の
方向性

方向性

翌年度に
向けた

対応方針

内容

－

連 携 状 況

(該当なし)

指 標 判 定
総 合
判 定

－緊急性・優先性

その他統計数値等



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

1201 一般 危機対策課総合調整業務

・職員の服務、組織、道議会事務、予算・決算等、課内の庶務に
関する事務全般
・危機管理に関する庁内調整、連絡会議、危機管理マニュアルに
関すること。

危機対策課 28,747 28,747 7.2 7.2 86,419

1202 一般 火災予防対策費 消防組織法に基づき消防統計の作成を行う 危機対策課 485 485 0.8 0.8 6,893

1203 一般 消防力強化対策費（補助金）
消防団の消防力充実強化、防災思想の普及啓発を図るため消
防防災体制の充実強化に寄与する団体への補助等を実施・交付
する。

危機対策課 15,443 15,443 1.1 1.1 24,254

1204 一般 消防力強化対策費（操法訓練等）

消防団員の技術向上と士気高揚を図るため消防操法訓練大会
を開催する。また市町村、都道府県を越える相互応援に係る合
同訓練を実施したり、単独組織では対応不能な課題に対する事
業推進を図る。

危機対策課 836 836 0.8 0.8 7,244

1205 一般 危険物取扱者・消防設備士指導費
消防法に基づき危険物取扱者・消防設備士の免状交付者に対す
る法定講習、免状書換えを行う。

危機対策課 90,871 0 1.2 1.2 100,483

1206 一般
救急救命士養成施設建設費等負担
金

（財）救急振興財団への負担金（都道府県割り） 危機対策課 22,700 22,700 1.1 1.1 31,511

1207 一般 救急業務高度化推進事業費
本道における救命率の向上を図るため、救急救命士養成や協議
会を行う。

危機対策課 767 767 0.8 0.8 7,175

1208 義務費 防災会議等運営費 災害対策基本法に基づき防災会議の運営を行う。 危機対策課 4,486 4,486 1.2 1.2 14,098

1209 一般 消防防災ヘリコプター運航管理費 導入したヘリコプターの緊急運行要請対応、運航管理を行う。 危機対策課 392,941 545,473 545,473 1.1 1.1 554,284

1210 維持費 ヘリポート維持管理費 ３市町にあるヘリポートの維持運営を行い緊急運行時に備える。 危機対策課 3,132 3,132 1.1 1.1 11,943

1211 一般 防災施設維持管理費 １４振興局にある防災備蓄センターの維持管理 危機対策課 3,112 3,112 1.0 1.0 11,122

1212 一般 地域防災力強化対策費 自主防災意識の啓蒙・啓発や、研修会の開催を行う。 危機対策課 271 271 1.4 1.4 11,485

1213 一般 防災対策諸費（災害弔慰金）
道内で発生した災害で死亡、住宅損壊者に対し弔慰金を支給。
他県が被災し災害救助法を受けた際に見舞金を支給する。

危機対策課 1,000 1,000 0.8 0.8 7,408

1214 一般 山岳遭難防止対策事業費
登山者の安全意識、知識の向上を図り遭難事故の発生防止に
努める。

危機対策課 1,356 1,356 0.6 0.6 6,162

1215 一般
プレジャーボート等事故等防止対策
事業費

「北海道プレジャーボート等の事故防止等に関する条例」に基づ
く事故防止対策の推進

危機対策課 477 477 0.6 0.6 5,283

1216 一般 消防学校管理費（教育訓練費）
消防学校に入校してくる全道からの消防職員に対し教育訓練を
行い、技術・知識を習得させる。

危機対策課 34,561 18,545 0.8 0.8 40,969

1217 一般
消防学校管理費（民間委託化推進関
連）

消防学校における一般教育分野の講義について、民間活力の活
用を行う。

危機対策課 1,042 1,042 0.8 0.8 7,450

1218 一般 総務管理諸費（表彰（消防表彰））
北海道消防表彰規則に基づき、永年勤続者、功労者を表彰す
る。

危機対策課 2,761 2,761 0.8 0.8 9,169

令和６年度　事務事業評価調書 総合的な危機対策の推進（総務） 0103

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル

コスト
（千円）

一次政策評価



うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性
整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要

課・局
室名

前年度から
の繰越事業
費（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル

コスト
（千円）

一次政策評価

1219 事務 防災業務に関する業務
「北海道防災基本条例」に基づく防災対策の推進、地域防災計
画、水防計画、災害時応急対策、防災記録に関すること。自衛隊
災害派遣要請等

危機対策課 0 0 0.8 0.8 6,408

1220 事務 その他消防業務に関する業務
運営指導、叙勲、財務事務、救急・救助指導及び統計業務、消防
設備業務、危険物施設許可及び指導等。

危機対策課 0 0 0.8 0.8 6,408

1221 一般 国民保護体制整備推進費
国民保護法に基づく訓練及び啓発を行うとともに、北海道国民保
護計画及び市町村国民保護計画の改正や、各種要綱等の整備・
支援等を行う。

危機対策課 2,369 1,164 1.4 1.4 13,583

1222 義務費
消防学校維持運営費（給与費負担
金）

消防学校講師として、市町村消防職員を自治法派遣により受け
入れる。

危機対策課 97,491 97,491 0.8 0.8 103,899

1223 一般 自衛隊施設等調整費

防衛施設がもたらす土地利用の制約、地域社会発展の阻害及び
各種の公害等の解決に向け、自衛隊施設の取得等事務及び駐
留軍に対する施設・区域の提供等事務を円滑に遂行するための
地元との連絡調整を行う。

危機対策課 1,033 433 0.8 0.8 7,441

1224 義務費 国民保護協議会運営費
国民保護法に基づき設置、運営が義務付けられている「北海道
国民保護協議会」の運営に必要な経費を措置することにより、本
道の国民保護措置に関する施策の総合的な推進を図る。

危機対策課 1,182 1,182 0.6 0.6 5,988

1225 維持費 防災対策諸費 防災対策総合本部室及び振興局連絡体制確保に要する経費 危機対策課 4,083 4,083 0.8 0.8 10,491

1226 維持費 消防学校管理費 消防学校の維持運営 危機対策課 87,217 87,217 1.0 1.0 95,227

1227 一般 防災教育推進費
「ほっかいどう防災教育協働ネットワーク」の取組や北海道地域
防災マスターの育成支援など、道が担う防災教育推進のための
事業実施に要する経費

危機対策課 16,442 16,442 1.2 1.2 26,054

1228 一般 災害対応人材強化費
危機管理意識の向上のため、自衛隊の災害対処能力を活用した
訓練が可能な退職自衛官を配置し強化を図る

危機対策課 3,773 3,773 1.2 1.2 13,385

1229 一般 北海道社会貢献賞
北海道表彰規則等に基づき、防災対策の推進に関して特に功績
があったものに対し表彰する。

危機対策課 35 35 0.8 0.8 6,443

1230 一般 地域防災パワーアップ事業
災害教訓を伝承する情報ツール等を整備し、地域の防災研修に
活用してもらう

危機対策課 428 428 0.8 0.8 6,836

1231 一般 ヘリコプター共同運航関連事業費
ヘリコプターの24時間運航体制の確保に向けた道警との共同運
航を行う。

危機対策課 120,743 120,743 1.2 1.2 130,355

1233 維持費 緊急消防援助隊支援車維持経費
緊急消防援助隊航空指揮支援隊及び航空後方支援小隊の登録
に必要となる消防車両の維持

危機対策課 292 292 0.8 0.8 6,700

1234 一般 北海道消防学校校舎改築工事
北海道消防学校について、耐震化診断の結果や、「北海道消防
学校教育訓練等のあり方検討会」における意見等を踏まえた改
築を実施するための経費。

危機対策課 1,188,524 70,473 1.2 1.2 1,198,136

1236 一般 火山･地震防災体制強化推進費 道内火山の観測データの収集、研究分析等を行う。 危機対策課 2,237 2,237 0.8 0.8 8,645

1238 一般 地震被害想定等調査事業
地震防災対策特別措置法に基づく減災目標策定のための地震・
津波被害想定の調査

危機対策課 1,666 1,666 1.5 1.5 13,681

1241 一般 災害時オペレーション整備費
大規模災害時発生時に関係機関が迅速・的確に災害応急対策
を実施するため、災害時の情報収集機能強化を図る。

危機対策課 120,615 615 1.2 1.2 130,227

1242 一般 津波避難対策緊急事業補助金
市町村が整備する日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の避難
施設等整備費に対する支援

危機対策課 165,900 165,900 1.7 1.7 179,517
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1239 一般 防災訓練費 北海道防災会議主催により、総合防災訓練等を実施する。 危機対策課 10,205 9,205 0.6 0.6 15,011

1240 一般 防災資機材整備費 災害応急対策活動にあたる職員用の防災資機材の整備を行う。 危機対策課 1,252 1,252 0.4 0.4 4,456

1241 一般 防災業務に関する業務
業務継続に不可欠な庁舎の耐震化について、消防庁の調査の
際に緊急防災・減災事業債の活用等による耐震化の促進を働き
かけるとともに、代替庁舎の確保を促す。

危機対策課 0 0 0.4 0.4 3,204

392,941 2,583,007 1,235,264 44.0 0.0 44.0計


